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埼玉県生活環境保全条例について

埼玉県では、一定の要件を満たした特定化学物質等取扱事業者に対して、特定

化学物質取扱量の報告を求めています。

一定の要件（以下１～３を全て満たす）

１．化管法施行令で指定する２４業種のいずれかを営む業者

２．常時使用する従業員数が２１人以上の事業者

３．いずれかの特定化学物質の年間取扱量が０．５トン以上の事業所を有する事業者

特定化学物質

１．化管法施行令で指定する「第一種指定化学物質」

２．化管法施行令で指定する「第二種指定化学物質」

３．県が規則で定める物質



化管法（PRTR制度） 埼玉県生活環境保全条例
（化学物質適正管理）

①第一種指定化学物質 1ﾄﾝ以上
(特定第一種指定化学物質は0.5ﾄﾝ以上)
ただし特定要件施設を有する事業所は、業種・規
模に該当すれば取扱量に関わらず届出必要

一部共通（前年度に事業所活動に伴い取り扱った化学物質）

①第一種指定化学物質
(特定第一種指定化学物質含む)
②第二種指定化学物質
③県が規則で定める化学物質

0.5トン以上

報告
内容

取扱量
（製造量、使用量、取り扱う量）

共通（金属工鉱業など２４業種）

共通（事業所として常時使用する従業員数２１人以上）

排出量・移動量

規模

業種

化管法（PRTR制度）施行令の改正による対象物質の変更により、
条例に基づき報告が必要となる対象物質も変わります。

化管法と埼玉県生活環境保全条例の比較

取扱量

要件



県の規則で定める物質について

化管法（PRTR制度）の対象物質の見直しを受けて、埼玉県生活環境保全条例におけ
る「県の規則で定める物質」について見直し案を検討しました。
（令和２年９月５日開催「埼玉県化学物質対策専門委員会」）

（見直し案）

「規則で定める物質」に追加する物質数 ０物質

「規則で定める物質」から削除する物質数 ３０物質

（見直し後の物質数）

１４物質

今後、施行令改正による対象物質の変更等への対応や上記委員会での検討結果を
反映するため、条例及び規則の改正手続きを進めていく予定です

※物質名や見直し基準等、検討内容の詳細はこちらを参照ください
（https://www.pref.saitama.lg.jp/a0504/kagaku-iinkai/r02kaisaikekka.html）

現在の「規則で定める物質」の物質数 ４４物質



今後の状況については、
県のHPで随時お知らせいたします。

こちらのページをご参照ください。

<掲載ページへのアクセス方法>
埼玉県HPトップページ

↓
『くらし・環境』

↓
『環境・エコ』

↓
『化学物質』

↓
『化学物質排出把握促進法及び
埼玉県生活環境保全条例（化学
物質適正管理）の改正について』


